
Ⅰ　県税収入、県債の状況はどうですか。

この10年間で石川県の財政規模（歳入決算額）は、約1.4倍となりました。この間、県税収入は

約1.06倍と伸び悩むなかで、経済対策などに適切に対応するため、県の借金である県債に頼らざる

を得ない財政運営を強いられた結果、平成９年度末には、県債残高が財政規模を超えるまでになり、

平成13年度末の県債残高は9,545億円余となりました。

財政規模、県債残高等の推移

平成４年度

県民１人当たり県税収入

県民１人当たり財政規模

区　　　分

622,147円 33.6％

116,988円 122,655円 4.8％

第３　石川県の財政状況�
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平成13年度 伸　率

465,645円
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（注）1　一般会計決算額で記載しました。なお、平成13年度は、決算見込額です。�
　　2　県税収入の平成9年度以降については、実質県税収入です。�
　　3　平成13年度末県債残高には、上記のほか償還額が全額国費で賄われる�
　　　  特定資金公共投資事業債6,1億円があります。�
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経済対策や地方財政対策などにより急増した県債残高

一方、県債の発行額は、

①　近年の国の大規模な経済対策に対応し、また、これに呼応して県単独の経済対策を実施するた

めに発行した「経済対策債」や

②　国の地方財政対策で、地方公共団体の財源不足に対処するために、従来、地方交付税で財源措

置されていた事業の一部が県債に振り替えられたり、国の減税政策による減収分を県債に財源振

替された「地方財政対策債」

など、国の施策・制度に伴い発行を余儀なくされた県債が大きく伸びていますが、このことは全国

的な傾向といえます。
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（注）平成9年度以降については、実質県税収入であり、平成13年度は、決算見込額です。�
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法人関係税を中心に伸び悩む県税

県税収入は近年伸び悩んでおりますが、最も税収の多い法人関係税（法人事業税、法人県民税）

は、景気の低迷や恒久減税の影響などにより、ピークだった平成３年度の0.64倍の水準にまで落ち

込んでいます。

この結果、歳入決算額に占める県税（実質県税）収入の割合は、平成３年度には28.5％でしたが、

平成13年度には19.7％に減少しています。

県税収入の推移


